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第２ 定義（法第２条関係）
このガイドラインにおいて、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによ
る。
１ 労働組合
「労働組合」とは、労働組合法（昭和24年法律第174号）第２条に規定する労働組合をいう。

〔 告 示 〕

〇 労 働 組 合 が 講 ず べ き 個 人 情 報 保 護 措

置 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン を 定 め る 件

（ 厚 生 労 働 四 八 六 ） J

〔 公 告 〕

諸 事 項

裁 判 所
破 産 、 免 責 、 再 生 関 係 O

特 殊 法 人 等

型 式 適 合 認 定 関 係 K N

地 方 公 共 団 体

行 旅 死 亡 人 関 係 K O

会 社 そ の 他

会 社 決 算 公 告

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 四 百 八 十 六 号

個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 十 五 年 法 律 第 五 十 七 号 ） 第 八 条 の 規 定 に 基 づ き 、 個 人 情 報 の 適

正 な 取 扱 い を 確 保 す る た め に 労 働 組 合 が 講 ず べ き 措 置 に 関 す る 指 針 （ 平 成 十 七 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 百

十 四 号 ） の 全 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

平 成 二 十 四 年 八 月 二 十 三 日 厚 生 労 働 大 臣 小 宮 山 洋 子

労働組合が講ずべき個人情報保護措置に関するガイドライン
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第１ 趣旨（法第１条関係）

このガイドラインは、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）
第８条の規定に基づき、及び法第７条第１項に基づき定められた「個人情報の保護に関する基本
方針」（平成16年４月閣議決定。以下「基本方針」という。）を踏まえ、労働組合が個人情報の適正
な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、労働組合の実情や特性等を踏まえ、労働組合
が講ずる措置が適切かつ有効に実施されるよう具体的な指針として定めるものである。
法は、法第１条の規定により、個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の有用性に配慮しつ
つ、個人の権利利益を保護することを目的としており、当該目的は、このガイドラインにおいて
も同様である。
このガイドラインにおいて「ならない」（「努めなければならない」を除く。）とされている規定

については、法の義務規定の対象である個人情報取扱事業者の法的義務であるため、個人情報取
扱事業者である労働組合が当該規定に従わない場合には、法違反と判断される可能性がある。
また、このガイドラインにおいて「望ましい」とされている規定に従わない場合については、
個人情報取扱事業者である労働組合であるか否かを問わず、法違反と判断されることはない。
なお、法違反と判断されることがない場合においても、法第３条に定める法の基本理念を踏ま
え、可能な限り取り組むことが望まれる。
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